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2021年 22年
世界 6.3% 3.4% 2.8% -0.1 3.0% -0.1 
先進国 5.4% 2.7% 1.3% 0.1 1.4% 0.0
 米国 5.9% 2.1% 1.6% 0.2 1.1% 0.1
 ユーロ圏 5.4% 3.5% 0.8% 0.1 1.4% -0.2 
　　ドイツ 2.6% 1.8% ▲ 0.1% -0.2 1.1% -0.3 
 日本 2.1% 1.1% 1.3% -0.5 1.0% 0.1
 英国 7.6% 4.0% ▲ 0.3% 0.3 1.0% 0.1
新興国 6.9% 4.0% 3.9% -0.1 4.2% 0.0
 アジア 7.5% 4.4% 5.3% 0.0 5.1% -0.1 
　　中国 8.5% 3.0% 5.2% 0.0 4.5% 0.0
　　インド* 9.1% 6.8% 5.9% -0.2 6.3% -0.5 
 中・東欧 7.3% 0.8% 1.2% -0.3 2.5% -0.1 
　　ロシア 5.6% ▲ 2.1% 0.7% 0.4 1.3% -0.8 
 中南米ほか 7.0% 4.0% 1.6% -0.2 2.2% 0.1
　　ブラジル 5.0% 2.9% 0.9% -0.3 1.5% 0.0
　　メキシコ 4.7% 3.1% 1.8% 0.1 1.6% 0.0
 中東･北アフリカ 4.3% 5.3% 3.1% -0.1 3.4% -0.1 
 サハラ以南のアフリカ 4.8% 3.9% 3.6% -0.2 4.2% 0.1
　　南アフリカ 4.9% 2.0% 0.1% -1.1 1.8% 0.5

23年予測 24年予測
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●上記は過去のものおよび予測であり、将来を約束するものではありません。

（1990年～2024年予測）

ＩＭＦの世界経済見通し（実質GDP成長率） 世界の実質GDP成長率の推移
＜白背景部分は2023年1月時点の予測との比較（%ポイント）＞

(出所：IMF「World Economic Outlook, April 2023」)

*年度ベース（上記各年の4月から翌年3月まで）

2023、24年の世界経済の成長率見通しは僅かに下方修正
～銀行の融資姿勢が厳しくなる場合、下振れの可能性も～

2023、24年とも0.1ポイントの下方修正

IMF（国際通貨基金）は、4月11日に最新の世界
経済見通しを発表し、2023、24年の世界のGDP
成長率について、インフレ抑制に向けた利上げの
影響を主な理由として、今年1月時点の見通しか
らそれぞれ0.1ポイント下方修正しました。具体的
には、2023年は、新興国で経済の持ち直しが続く
ものの、欧州を中心とした先進国での成長鈍化な
どに伴ない、世界のGDP成長率は2.8%に落ち込
むとされています。ただし、2024年の見通しは
3.0%と、緩やかな加速が想定されています。

銀行の融資姿勢が厳しくなれば、成長の下振れも

米中堅銀行の相次ぐ破綻などに伴ない、今年3
月には金融システム不安が拡がりましたが、市場
の不安はいったん収まった模様です。ただし、IMF
は、銀行の融資姿勢が厳しくなる場合、2023年の
世界のGDP成長率が2.5%と、世界金融危機時
の2009年やコロナ禍に見舞われた2020年を除くと、
2001年以来の低水準にとどまる「妥当な代替シナ
リオ」も示しています。なお、同シナリオでの主要
国・地域の成長率の下振れは、米国：0.4ポイント、
米国を除く先進国：0.3ポイント、中国を除く新興
国：0.2ポイント、中国：0.1ポイントとなっています。

また、確率は25%程度ながら、大規模な信用収
縮の発生に加え、株安などによって新興国でも資
金調達環境が厳しくなるような場合、2023年の世
界のGDP成長率は2%未満にとどまると想定され
ています。なお、2%割れは1970年以降で5回しか
ありません。さらに、確率約15%の「深刻な下振れ
シナリオ」として、成長率が1%に落ち込むとのケー
スも想定されています。

中長期的な成長の鈍化は、想定内の出来事か

IMFは今回、中期的な成長として、5年先の世界
のGDP成長予測を取り上げ、コメントしています。
同予測は、2011年時点では4.6%でしたが、今回
は3%にとどまっています。こうした鈍化は、中国や
韓国など、以前は急成長していた国の成長鈍化を
一部反映したものです。どの国も、成長・発展が進
み、先進国との差が縮小するにつれて成長率は
鈍化に向かうため、中長期の予測数値の鈍化自
体は想定の範囲内とされています。ただし、それだ
けにとどまらず、パンデミックの傷跡、構造改革やイ
ノベーションなどのペース鈍化、地政学的な分断
化の進展に伴なう、貿易や直接投資の不振といっ
た要因も影響しているかもしれないと、IMFは指摘
しています。
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＜ご留意いただきたい点＞

■この資料は具体的な商品をご説明するものではないため詳細を記載しており

ませんが、元本保証のないリスク性商品のご購入やご売却、保有にあたっては、

手数料等をご負担いただきます。■リスク性商品には、各種相場環境等の変動

により、投資した資産の価値が投資元本を割り込むなどのリスクがあります。

■リスク性商品を中途解約する場合は、ご購入時の条件が適用されず不利益と

なる場合があります。■くわしくは、三井住友銀行本支店等の各商品の説明書

等を必ずご覧ください。
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